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III. 連結財務諸表

連結貸借対照表
	 （単位：百万円）

年度別
科目 平成18年度末

（ 資 産 の 部 ）

現 金 預 け 金 8,338

商 品 有 価 証 券 37

有 価 証 券 56,999

貸 出 金 174,156

そ の 他 資 産 673

有 形 固 定 資 産 4,642

建 物 868

土 地 3,483

その他の有形固定資産 291

無 形 固 定 資 産 109

ソ フ ト ウ ェ ア 76

その他の無形固定資産 33

繰 延 税 金 資 産 2,300

支 払 承 諾 見 返 888

貸 倒 引 当 金 △5,106

資 産 の 部 合 計 243,039

	 （単位：百万円）

年度別
科目 平成18年度末

（ 負 債 の 部 ）

預 金 227,884
社 債 1,000
そ の 他 負 債 698
役 員 賞 与 引 当 金 8
退 職 給 付 引 当 金 539
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 118
再評価に係る繰延税金負債 779
支 払 承 諾 888

負 債 の 部 合 計 231,916

（ 純 資 産 の 部 ）
資 本 金 2,100
資 本 剰 余 金 679
利 益 剰 余 金 7,754
自 己 株 式 △29
株 主 資 本 合 計 10,503
その他有価証券評価差額金 △313
土 地 再 評 価 差 額 金 933
評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 619

純 資 産 の 部 合 計 11,122

負債及び純資産の部合計 243,039

連結損益計算書
	 （単位：百万円）

年度別
科目 平成18年度

経 常 収 益 6,932

資 金 運 用 収 益 5,600

貸 出 金 利 息 4,958

有価証券利息配当金 634

コールローン利息及び買入手形利息 4

預 け 金 利 息 2

その他の受入利息 0

役 務 取 引 等 収 益 670

そ の 他 業 務 収 益 51

そ の 他 経 常 収 益 609

経 常 費 用 5,937

資 金 調 達 費 用 306

預 金 利 息 301

コールマネー利息及び売渡手形利息 0

社 債 利 息 4

その他の支払利息 0

役 務 取 引 等 費 用 629

そ の 他 業 務 費 用 91

（単位：百万円）

年度別
科目 平成18年度

営 業 経 費 4,260

そ の 他 経 常 費 用 649

貸倒引当金繰入額 407

株 式 等 売 却 損 3

株 式 等 償 却 193

その他の経常費用 45

経 常 利 益 994

特 別 損 失 154

固 定 資 産 処 分 損 3

減 損 損 失 73

役員退職慰労引当金繰入額 77

その他の特別損失 0

税金等調整前当期純利益 840

法人税・住民税及び事業税 12

法 人 税 等 調 整 額 455

当 期 純 利 益 371
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連結株主資本等変動計算書
平成18年度	 （単位：百万円）

株　　　主　　　資　　　本

資　本　金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
平成18年３月31日残高 2,100 679 7,439 △22 10,196
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当（期末）（注） △45 △45
剰余金の配当（中間） △45 △45
役  員  賞  与（注） △9 △9
当 期 純 利 益 371 371
自 己 株 式 の 取 得 △7 △7
土地再評価差額金の取崩 43 43
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の	
連結会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 - - 314 △7 306
平成19年３月31日残高 2,100 679 7,754 △29 10,503

評　価　・　換　算　差　額　等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 土地再評価差額金 評価・換算差額等合計
平成18年３月31日残高 △509 975 466 10,662
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当（期末）（注） △45
剰余金の配当（中間） △45
役  員  賞  与（注） △9
当 期 純 利 益 371
自 己 株 式 の 取 得 △7
土地再評価差額金の取崩 43
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の	
連結会計年度中の変動額（純額） 195 △42 153 153

連結会計年度中の変動額合計 195 △42 153 460
平成19年３月31日残高 △313 933 619 11,122

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

年度別科　目 平成18年度

I 営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 840
減価償却費 180
減損損失 73
貸倒引当金の減少額 △154
役員賞与引当金の増加額 8
退職給付引当金の増加額 20
役員退職慰労引当金の増加額 118
資金運用収益 △5,600
資金調達費用 306
有価証券関係損益（△） △250
為替差損益（△） △0
固定資産処分損益（△） 3
貸出金の純増（△）減 7,636
預金の純増減（△） 373
預け金（日銀等預け金を除く）の純増（△）減 1
コールマネー等の純増減（△） △2,600
資金運用による収入 5,490
資金調達による支出 △180
その他 67

小 計 6,334
法人税等の支払額 △13
営業活動によるキャッシュ・フロー 6,321

（単位：百万円）

年度別科　目 平成18年度

II 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △24,318
有価証券の売却による収入 11,656
有価証券の償還による収入 3,135
有形固定資産の取得による支出 △74
無形固定資産の取得による支出 △38

投資活動によるキャッシュ・フロー △9,640

III 財務活動によるキャッシュ・フロー
劣後特約付社債の発行による収入 972
自己株式の取得による支出 △7
配当金支払額 △91

財務活動によるキャッシュ・フロー 874

IV 現金及び現金同等物に係る換算差額 0

V 現金及び現金同等物の減少額 △2,445
VI 現金及び現金同等物の期首残高 10,781
VII 現金及び現金同等物の期末残高 8,336
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平成18年度　連結注記事項
（連結貸借対照表関係）
１．　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．　商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算

定）により行っております。
３．　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法に

よる償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価のある株式
については、連結決算日の市場価格に基づく時価法（売却原価は移
動平均法により算定）によっておりましたが、当連結会計年度より、
株式市況の短期的な変動による純資産の部への影響を平準化するた
め、連結決算期末前１ヵ月の市場価格等の平均に基づく時価法（売
却原価は移動平均法により算定）に変更いたしました。これにより、
経常利益及び税金等調整前当期純利益が１１百万円減少し、有価証
券残高は15百万円増加、その他有価証券評価差額金は９百万円増
加、繰延税金資産は６百万円減少しております。時価のある株式以
外については、連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価
は移動平均法により算定）、時価のないものについては、移動平均
法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その
他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理し
ております。

４．　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。
５．　当行の有形固定資産の減価償却は、定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建　物	 10年～47年
動　産	 ５年～10年

６．　無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。な
お、自社利用のソフトウェアについては、当行で定める利用可能期
間（５年）に基づいて償却しております。

７．　社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。
８．　当行の外貨建資産は、連結決算日の為替相場による円換算額を付

しております。
９．　当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次

のとおり計上しております。
　 「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに
貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計
士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及
び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類
し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績
率等に基づき引き当てております。破綻懸念先債権に相当する債権
については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収
可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てて
おります。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権について
は、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見
込額を控除した残額を引き当てております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が
資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果
を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っており
ます。

10．　役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に
対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計
上しております。従来、役員賞与は、利益処分により支給時に未処
分利益の減少として処理しておりましたが、「役員賞与に関する会
計基準」（企業会計基準第４号平成17年11月29日）が会社法施行
日以後終了する事業年度から適用されることになったことに伴い、
当連結会計年度から同会計基準を適用し、役員に対する賞与を費用
として処理することとし、その支給見込額のうち、当連結会計年度
に帰属する額を役員賞与引当金として計上しております。これによ
り、従来の方法に比べ営業経費は８百万円増加し、税金等調整前当
期純利益は８百万円減少しております。

11．　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計
年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要
額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異
の費用処理方法は以下のとおりであります。
過去勤務債務　　
　その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（13
年）による定額法により損益処理
数理計算上の差異
　各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一
定の年数（13年）による定額法により按分した額をそれぞれ
発生の翌連結会計年度から損益処理

　なお、会計基準変更時差異（490百万円 厚生年金基金代行返上
後）については、15年による按分額を費用処理しております。
（追加情報）
　従業員の平均残存勤務期間の短縮に伴い、過去勤務債務及び数理
計算上の差異の費用処理年数の見直しを行った結果、当連結会計
年度より13年に変更しております。この結果、従来の費用処理年
数によった場合に比べ、経常利益及び税金等調整前当期純利益は
７百万円減少しております。

12．　役員退職慰労引当金は、役員退職慰労金の支給に備えて、内規に
基づく期末要支給額を計上しております。従来、役員退職慰労金は、
支出時の費用として処理しておりましたが、「役員賞与に関する会
計基準」（企業会計基準第４号平成17年11月29日）の適用により
役員賞与を費用処理することが必要になったこと、及び「租税特別
措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職
慰労引当金等に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会監査
第一委員会報告第42号平成19年4月13日改正）の公表を契機とし
て、当連結会計年度より内規に基づく期末要支給額を役員退職慰労
引当金として計上する方法に変更しました。
　この変更により、当期発生額40百万円は営業経費に計上し、過
年度分相当額77百万円については特別損失に計上しております。
この結果、従来と同一の方法を採用した場合と比較して、経常利益
は40百万円、税金等調整前当期純利益は118百万円それぞれ減少
しております。

13．　当行のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以
外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準
じた会計処理によっております。

14．　当行の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によってお
ります。

15．　有形固定資産の減価償却累計額　　　2,727百万円
16．　有形固定資産の圧縮記帳額　　　　　　203百万円
17．　連結貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機の一部等

については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用し
ております。

18．　貸出金のうち、破綻先債権額は117百万円、延滞債権額は
9,681百万円であります。
　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継
続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済
の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒
償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という｡）
のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項
第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由
が生じている貸出金であります。
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債
権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支
払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

19．　貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は46百万円であります。
　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払
日の翌日から３カ月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞
債権に該当しないものであります。

20．　貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は2,222百万円であります。
　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図る
ことを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶
予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で
破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないもので
あります。

21．　破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額および貸出条
件緩和債権額の合計額は、12,068百万円であります。
　なお、18．から21．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金
額であります。

22．　手形割引は、業種別監査委員会報告第２４号に基づき金融取引と
して処理しております。これにより受け入れた商業手形は、売却又
は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しております
が、その額面金額は、3,020百万円であります。

23．　担保に供している資産は次のとおりであります。
　為替決済、有担保コール等の取引の担保として、有価証券
16,264百万円を差し入れております。また、その他資産のうち保
証金は４１百万円であります。
　なお、手形の再割引は、業種別監査委員会報告第２４号に基づき
金融取引として処理しておりますが、これにより引き渡した商業手
形の額面金額はありません。

24．　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）
に基づき、当行の事業用の土地の再評価を行い、評価差額について
は、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」
として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額
金」として純資産の部に計上しております。
　再評価を行った年月日　� 平成10年３月31日
　同法律第３条第３項に定める再評価の方法　

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布
政令第119号）第２条第４号に定める地価税法第16条に規定
する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定す
るために国税庁長官が公表した方法により算定した価額に基づ
いて、地点の修正､ 画地修正等､ 合理的な調整を行って算出し
ております。

　同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計
年度末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価
額の合計額との差額　　　� 1,166百万円
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25．　社債は、劣後特約付社債1,000百万円であります。
26．　１株当たりの純資産額　　� 608円04銭
27．　有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであり

ます。これらには、「有価証券」のほか、「商品有価証券」が含まれ
ております。以下30．まで同様であります。
　売買目的有価証券
　　連結貸借対照表計上額� 37百万円
　　当期の損益に含まれた評価差額� 0百万円
　満期保有目的の債券で時価のあるもの

（単位：百万円）
連結貸借対
照表計上額 時　価 差　額 うち益 うち損

国 　 債 - - - - -
地 方 債 - - - - -
短 期社債 - - - - -
社 　 債 900 916 16 16 0
そ の 他 3,300 3,043 △257 10 267
合 計 4,200 3,959 △241 26 268
その他有価証券で時価のあるもの� （単位：百万円）

取得原価 連結貸借対
照表計上額 評価差額 うち益 うち損

株 式 2,514 2,552 37 307 269
債 券 44,064 43,633 △430 95 526
国 債 22,603 22,251 △351 28 380
地 方 債 4,469 4,452 △16 16 33
短期社債 - - - - -
社 債 16,990 16,929 △61 50 112
そ の 他 6,636 6,433 △203 74 277
合 計 53,215 52,619 △595 477 1,073
　なお、上記の評価差額に繰延税金資産282百万円を加えた額△
313百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含まれております。
　当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式につ
いて188百万円減損処理を行っております。有価証券の減損処理に
ついては、期末時の時価の下落率が簿価の30％以上であるものを
対象としております。時価の下落率が簿価の50％以上である場合
は、時価が「著しく下落した」ときに該当することとして減損処理
を行っております。また、時価の下落率が30％以上50％未満であ
る場合は回復可能性の判定を行い、減損処理を行っています。

28．　当連結会計年度中に売却したその他有価証券は次のとおりであり
ます。

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額
10,991百万円 518百万円 66百万円

29．　時価のない有価証券のうち、主なものの内容と連結貸借対照表計
上額は、次のとおりであります。

　　内　　容 連結貸借対照表計上額
その他有価証券
　　非上場株式 155百万円
　　出資証券 23百万円

30．　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の
期間ごとの償還予定額は次のとおりであります。

（単位：百万円）

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

債 券 6,590 16,544 19,034 2,363
国 債 5,237 4,681 9,969 2,363
地 方 債 274 2,733 1,444 -
短 期社債 - - - -
社 債 1,078 9,130 7,620 -
そ の 他 240 3,083 2,235 3,389
合 計 6,830 19,628 21,270 5,752

31．　当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、
契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで
資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る
融資未実行残高は、17,815百万円であります。このうち、原契約
期間が1年以内のものが10,894百万円あります。
　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するもので
あるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行の将来のキャッ
シュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の
多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があ
るときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額
の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、
契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求する
ほか、契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている行内手続に基
づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全
上の措置等を講じております。

32．　当連結会計年度末の退職給付債務等は以下のとおりであります。
退職給付債務 △1,754百万円
年金資産(時価) 951
未積立退職給付債務 △803
会計基準変更時差異の未処理額 261
未認識数理計算上の差異 160
未認識過去勤務債務(債務の減額) △158
連結貸借対照表計上額の純額 △539
退職給付引当金 △539

33．　 「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基
準第５号平成17年12月９日）および「貸借対照表の純資産の部の
表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号
平成17年12月９日）が会社法施行日以後終了する連結会計年度か
ら適用されることになったこと等から、「銀行法施行規則」(昭和57
年大蔵省令第10号）別紙様式が「無尽業法施行細則等の一部を改
正する内閣府令」(内閣府令第60号平成18年４月28日）により改
正され、平成18年４月１日以後開始する事業年度から適用される
ことになったことに伴い、当連結会計年度から以下のとおり表示を
変更しております。
（1）｢資本の部｣ は ｢純資産の部｣ とし、株主資本および評価・

換算差額等に区分のうえ表示しております。
なお、当連結会計年度末における従来の ｢資本の部｣ の合計
に相当する金額は11,122百万円であります。

（2）｢株式等評価差額金｣ は、｢その他有価証券評価差額金｣ とし
て表示しております。

（3）｢動産不動産｣ については、｢有形固定資産｣、｢無形固定資産｣
または ｢その他資産｣ に区分して表示しております。
①これにより、従来の ｢動産不動産｣ 中の ｢土地建物動産｣
については、｢有形固定資産｣ 中の ｢建物｣ ｢土地｣ ｢その
他の有形固定資産｣ として表示しております。

　また、「動産不動産｣ 中の ｢保証金権利金｣ のうち権利金は、
｢無形固定資産｣ 中の ｢その他の無形固定資産｣ に、保証
金は、｢その他資産｣ として表示しております。

② ｢その他資産｣ に含めて表示していたソフトウェアは、｢無
形固定資産｣中の｢ソフトウェア｣として表示しております。

34．　 「有限責任事業組合及び合同会社に対する出資者の会計処理に関す
る実務上の取扱い」(実務対応報告第21号平成18年９月８日）が公
表日以後終了する連結会計年度から適用されることになったことに
伴い、当連結会計年度から同実務対応報告を適用しております。な
お、これによる連結貸借対照表等に与える影響は軽微であります。

（連結損益計算書関係）
１．　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております｡
２．　１株当たり当期純利益金額　20円31銭
３．　当行は、以下の資産について減損損失を計上しました。

用　途 種　類 場　所 金　額

営　業 土　地 長崎県佐世保市
島瀬町 73百万円

（経緯）
上記の営業用土地については、市場価格の著しい下落（帳簿価格
から50％以上下落した場合）によるため、減損損失を認識しま
した。

（グルーピングの方法）
グルーピングの単位は、営業店単位としております。ただし、将
来の使用が見込まれていない遊休資産については、個々の物件単
位でグルーピングしております。また、本部設備については、共
用資産としております。

（回収可能価額の算定方法等）
上記の営業用土地の回収可能価額は正味売却価額により算定して
おります。正味売却価額の算定にあたっては、相続税評価額を基
に算定した金額により評価しております。

（連結株主資本等変動計算書関係）
１．　発行済株式の種類および株式数並びに自己株式の種類および株式

数は、次のとおりであります。
（単位：株）

前連結会計年度末
株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数 摘要

発行済株式
普通株式 18,352,500 - - 18,352,500
合　計 18,352,500 - - 18,352,500
自 己 株 式
普通株式 43,677 15,830 - 59,507 （注）
合　計 43,677 15,830 - 59,507

（注）普通株式の自己株式の増加15,830株は単元未満株式の買取りに
よる増加であります。
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２．　当行の配当については、次のとおりであります。
当連結会計年度中の配当金支払額

（決　議） 株式の
種類

配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
の金額
（円）

基準日 効力
発生日

平成18年
6月29日
定時株主総会

普通株式 45 2.5 平成18年
3月31日

平成18年
6月29日

平成18年
11月22日
取締役会

普通株式 45 2.5 平成18年
9月30日

平成18年
12月8日

基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が
当連結会計年度の末日後となるもの

（決　議） 株式の
種類

配当金の
総額

（百万円）

配当の
原資

１株当た
りの金額
（円）

基準日 効力
発生日

平成19年
6月27日
定時株主総会

普通株式 54 利益
剰余金 3.0 平成19年

3月31日
平成19年
6月28日

　なお、配当原資は、利益剰余金であります。
3．　 「株主資本等変動計算書に関する会計基準」（企業会計基準第６号

平成17年12月27日）および「株主資本等変動計算書に関する会
計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第９号平成17年12月
27日）が会社法施行日以後終了する連結会計年度から適用される
ことになったことに伴い、当連結会計年度から同会計基準および適
用指針を適用し、従来の連結剰余金計算書に替えて連結株主資本等
変動計算書を作成しております。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
１．　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借

対照表上の「現金預け金」のうち現金及び日本銀行等への預け金で
あります。

２．　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されてい
る科目の金額との関係は次のとおりであります。

現金預け金勘定� 8,338百万円
定期預け金� △2百万円
現金及び現金同等物� 8,336百万円

３．　 「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）別紙様式が、「無
尽業法施行細則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第60号平
成18年４月28日）により改正され、平成18年４月１日以後開始
する連結会計年度から適用されることになったことに伴い、当連結
会計年度から以下のとおり連結キャッシュ・フロー計算書の表示を
変更しております。
　 「動産不動産処分損益（△）」は、連結貸借対照表の「動産不動産」
が、「有形固定資産」、「無形固定資産」等に区分されたことに伴い、「固
定資産処分損益（△）」等として表示しております。
　また、「動産不動産の取得による支出」は「有形固定資産の取得
による支出」等として、「動産不動産の売却による収入」は、「有形
固定資産の売却による収入」等として表示しております。

　平成18年度の連結財務諸表については、会社法及び証券取引法第
193条の2の規定に基づき、新日本監査法人の監査を受けておりま
す。
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